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要約 

 国境を越えて行われる租税回避行為の対応策は、大きく事後措置と事前措置

（抑止措置）に区分される。後者の抑止措置の主たるものとして、情報交換制度

と義務的開示制度がある。これらの制度においては、脱税・租税回避に関するデ

ータだけでなく、日常的な取引に関するデータの報告義務をも生じさせるとし

て、懸念されている。欧州連合（European Union; 以下「EU」という。）において

は基本権の一つである個人データの保護が定められており、2018 年には個人デ

ータの保護の権利を定める EU 一般データ保護規則（以下、GDPR）が施行され

た。本研究の主たる目的は、情報交換制度および義務的開示制度とデータ保護の

権利との関係を明らかにすることである。 

１．はじめに 

 国境を越えた脱税や租税回避行為に対する事前的・抑止的措置（厳密には抑止

効果を有するとは言えないかもしれない）として、情報交換制度および義務的開

示制度がある。情報交換制度は税務当局間で納税者の租税に関する取引や財産

などを互いに提供する制度である。義務的開示制度は、納税者や仲介者にその取

引の詳細について開示義務を課す制度である。 

EU においては、EU 立法により租税に関して両制度を積極的に導入している。

EU の行為には法的根拠が必要であり、租税分野における行為についても同様で

ある。原則として、直接税については加盟国がその権限を有しているものの、EU

機能条約 115 条に基づいて域内単一市場に直接影響を及ぼす法律等の EU レベ

ルでの調和を達成することを目的とし、EU は立法を行っている。

他方、EU は、第一次法である EU 機能条約第 16 条および EU 基本権憲章第 8
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条において基本権の一つである個人データの保護を定めている。EU において、

データ保護は基本権の 1 つとされている。さらに、EU 委員会は 2015 年に「デ

ジタル単一市場」を掲げ１、2018 年にはデータの流動化等にともなる経済活動の

促進および EU市民の個人データの保護の権利を定める EU一般データ保護規則

（以下「GDPR」という。）が施行された２。 

租税回避対抗措置として導入された制度によって交換・開示されるデータに

ついて、GDPR で保障される EU 市民である納税者のデータ保護の権利に抵触す

るのではないかとの問題意識から本研究を着想するに至った。これまで、プライ

バシー権と情報交換に関しての分析を行い３、また EU の情報交換制度とデータ

保護に関しても概観しいくつかの問題を挙げている４。情報交換制度・義務的開

示制度と納税者のデータ保護の権利保障５が両立するか否かについての問題が

あることを前提として、さらに、自動的情報交換・義務的開示制度は立法行為の

形式が指令であることに基因する問題がある。すなわち、加盟国によって情報交

換・開示義務の対象となる情報の範囲が異なる可能性がある。そして、EU 法秩

序における重要な論点として、比例性原則の遵守が挙げられる。データ保護指令

第 13 条 1 項と GDPR 第 23 条 1 項にも「必要性と比例性」と規定されているが、

これは、EU における一次法である EU 条約 5 条 1 項に定める「比例性原則」に

基づく要件であると考えられる。当該原則の下では、EU による行為は、その内

容および形式において EU 条約および EU 基本条約（以下、両条約をあわせて

「EU 基本条約」という。）の目的を達成するために必要な限度を超えてはなら

ない６とされる。 

本稿は、本研究の目的のために、まず EU におけるデータ保護法制を整理・分

析する。 

２．EU 法体系におけるデータ保護の権利 

EU における基本権保障は、EU がその設立に際し示した価値の 1 つである７。

EU において、基本権保障は EU 条約 6 条に規定されている。1 項によれば、EU

基本権憲章は、EU 基本条約と「同一の法的価値」を有することが定められてい

る。すなわち、2007 年調印（2009 年発効）のリスボン条約により、EU 基本権憲

章が EU基本条約と並んで一次法となり EU基本条約と同等の法的拘束力を有す
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るようになった。EU 条約 6 条は、次のように規定されている。 

1．連合は、2007 年 12 月 12 日にストラスブールで修正された 2000 年 12 月

7 日の欧州連合基本権憲章に定める権利、自由および原則を承認する。基本

権憲章は、両条約（注-EU 基本条約）と同一の法的価値を有する。 

 憲章の規定は、両条約に定める連合の権限をいかなる形であっても拡張す

るものではない。 

 憲章に定める権利、自由および原則は、憲章の解釈および適用を規律する

憲章第 VII 編の一般規定にしたがい、かつ、憲章に引用されそれらの規定の

出所を示す註釈を十分に考慮して解釈される。 

2．連合は、人権および基本権の保護のための欧州条約（注-欧州人権条約）

に加入する。この加入は両条約に定める連合の権利に影響を与えるものでは

ない。 

3．人権および基本権の保護のための欧州条約により保障される基本権およ

び加盟国に共通の憲法的伝統に由来する基本権は、連合法の一般原則を構成

する。 

1 項において EU 基本権憲章に掲げる権利、自由および原則を承認し、2 項にお

いて EU は欧州人権条約に加入すること、3 項８において、欧州人権条約により

保障される基本権および加盟国に共通する憲法的伝統に由来する基本権が EU

法の一般原則を構成することを規定している。すなわち、EU において保護する

基本権は、EU 基本権憲章に定める基本権、欧州人権条約および加盟国に共通す

る憲法的伝統に由来する基本権（法の一般原則）という 3 つの異なる法に規定

されている。 

3．法の一般原則を構成する欧州人権条約に定める基本権 

EU 条約 6 条 3 項によれば、EU 法秩序において欧州人権条約は EU 法の一般

原則としての拘束力を有することになる９。EU 司法裁判所も、「EU 条約 6 条 2

項（注-リスボン条約発効後の EU 条約 6 条 3 項に相当する）にしたがい、連合

は、法の一般原則として人権および基本権の保護のための欧州条約により保障
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される基本権および加盟国に共通の憲法的伝統に由来する基本権を尊重しなけ

ればならない。」１０と判示した。なお、リスボン条約発効前の EU 条約 6 条 2 項

は、「連合は、1950 年 11 月 4 日にローマで署名された人権及び基本権の保護の

やめの欧州条約が保障している基本権および加盟国に共通の憲法的伝統に由来

する基本権を共同体法の一般原則として尊重する（下線筆者）。」であった。 

さらに EU 司法裁判所は Elgafaji 事件判決において、「欧州人権条約 3 条で保

証される基本権は共同体法（注-EU 法）の一般原則を構成しており、その遵守は

（注-EU 司法）裁判所によって保証される。加えて、欧州人権裁判所の判例法は、

共同体法秩序における当該権利の範囲を解釈する際に考慮される（下線筆者）。

（以下略）」１１と述べている。ここで、EU 基本権憲章に定める基本権、欧州人

権条約および加盟国に共通する憲法的伝統に由来する基本権の 3 つの法に定め

る基本権の範囲をどのように解釈すればよいかという問題が生じる。2012 年の

Servet Kamberaj 事件判決において EU 司法裁判所は、「EU 条約 6 条 3 項は、欧

州人権条約と加盟国の国内法との関係を規定するものではなく、また同条約で

保証される権利と国内法規定との間に矛盾が生じた場合に国内裁判所が下す判

断を定めるものでもない。したがって、・・・、EU 条約 6 条 3 項における欧州

人権条約への言及は、国内法の規定と欧州人権条約に矛盾がある場合に、国内裁

判所に同条約に適合しない国内法の規定の適用を排除して同条約の規定を直接

適用するように要求するものではない。」１２と判示している。Servet Kamberaj 事

件判決の当該判旨から、EU 司法裁判所は、欧州人権条約そのものを EU 法の枠

組みに組み入れたものではないように思われる。上記 Elgafaji 事件判決では「権

利の範囲を解釈する際に考慮する」としていることから、欧州人権条約は、基本

権の範囲を明らかにする際に、法の一般原則として尊重するものに止まると考

えられる。 

4．法の一般原則を構成する加盟国の憲法的伝統に由来する基本権 

判例法によれば、EU 法が加盟国の国内法に優越する１３。他方で、EU 司法裁

判所は、EU 法に固有の加盟国憲法に類似する保障として、「基本権の尊重は EU

司法裁判所による保護される法の一般原則に不可欠な部分の一部を構成し」、

「当該権利の保護は、加盟国に共通の憲法的伝統による一方で、EU の体系およ
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び目的の枠内で確保されなければならない」１４と判示した。換言すれば、EU に

おける基本権保護を考えるとき、EU 法のみならず加盟国の憲法における基本権

も考慮しなければならない。 

5．EU 基本権憲章の構成および機能 

EU 基本権憲章は、前文および第 I 編から第 VII 編（全 54 条）で構成される。

また、基本権憲章には、「基本権憲章註釈集」１５も発遣されている。EU 条約 6 項

1 項に「註釈を十分に考慮」と規定されており、当該註釈集は基本権憲章の解釈

に作用するものと考えられる。本研究において、考慮すべき規定は第 8 条「個人

データの保護」および第 VII 編（とくに 51 条ないし 53 条）「憲章の解釈および

適用に関する一般規定」であろう。 

8 条 個人データの保護 

1．何人も自己に関する個人データを保護する権利を有する。

2．当該データは、明記された目的のために、当該者の承諾または法律に

定められたその他の正当な根拠に基づいて公正に処理されなければな

らない。何人も、自己に関して収集されたデータにアクセスする権利お

よびそれを正す権利を有している。 

3．これらの規則の遵守は、独立した当局による監督を受けるものとする。 

51 条 適用分野 

1．この憲章の規定は、補完性の原則を十分に考慮して、連合の諸機関に

適用され、加盟国には専ら連合法を実施している場合に適用される。し

たがって、連合の諸機関および加盟国は、権利を尊重し、原則を遵守し、

それぞれの権限にしたがってそれらの適用を促すものとする。 

2．憲章は連合の権限を拡張するものでなく、連合の新たな権限や任務を

創出するものでもなく、条約で定義されている権限および任務を変更す

るものでもない。 

52 条 権利および原則の範囲および解釈 
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1．この憲章によって認められる権利および自由の行使に対するいかな

る制限も、法によって規定され、それらの権利及び自由の本質を尊重す

るものでなければならない。制限は、比例性原則にしたがい、それが必

要であり、かつ、連合によって承認される公益目的または他者の権利と

自由を保護する必要性を有する場合にのみ、認められる。 

2．この憲章によって承認され、両条約に規定される権利は、これらの条

約の定める条件の制限内において行使されるものとする。 

3．この憲章が、人権および基本権の保護に関する欧州条約によって保障

される権利に合致する権利を含む場合、それらの権利の意義と範囲は、

当該条約によって定められたものと同一のものとする。この規定は、よ

り広範な保護を規定する連合法を妨げるものではない。 

4．この憲章が加盟国に共通の憲法的伝統から生じる基本権を認める限

り、それらの権利は伝統を調和して解釈されるものとする。 

5．原則を含む本憲章の規定は、連合の諸機関が行った立法行為および執

行行為によって、また加盟国がそれぞれの権限を行使する際に国内法を

行使して連合法を施行する行為によって実施される。これらは、そのよ

うな行為の解釈およびその適法性に関する判決においてのみ司法的に

認められるものとする。 

6．この憲章に規定で言及されている国内法および慣行を十分に考慮す

るものとする。 

7．この憲章の註釈集は、連合および加盟国の裁判所によって正当に考慮

されるものとする。 

53 条 保護の水準 

この憲章のいかなる規定も、連合法よび国際法、ならびに連合またはす

べての加盟国が参加する人権および基本権の保護に関する欧州条約を

含む国際協定により、さらには加盟国の憲法により、それぞれの適用分

野において、承認されている人権および‘基本権を制限または侵害しては

ならない。 
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 EU 条約 6 条 1 項は「憲章の規定は、両条約に定める連合の権限をいかなる形

であっても拡張するものではない。」と、EU 基本権憲章 51 条 2 項は「憲章は連

合の権限を拡張するものでなく、連合の新たな権限や任務を創出するものでも

なく、条約で定義されている権限および任務を変更するものでもない。」として

いる。これらは、EU 条約 5 条 2 項に定める「個別授権の原則」を具現している

ものであろう。したがって、EU 司法裁判所は、個別授権の原則を前提として解

釈しなければならない。さらに、EU 基本権憲章 51 条 1 項は「補完性原則」を、

同 52 条 1 項は「比例性原則」を遵守することを規定している。すなわち、これ

らは、EU条約 5条に定めるEUの権限に関する 3つの原則である個別授権原則、

補完性原則および比例性原則を表している。 

 また、EU 基本権憲章 52 条 3 項について、その註釈集は、「本憲章と欧州人権

条約の間に必要な一貫性を確保することを目的としている。立法者がこれらの

権利に制限を設ける際に、欧州人権条約に定められた詳細な制限取決めによっ

て定められているのと同一の基準によらなければならないことを意味し、連合

法と EU 司法裁判その自立性を侵害することなく、この規定の対象となる権利に

適用される。欧州人権条約への言及は、条約とその議定書を含むことを意味する。

保障される権利の意義と範囲は、それらの文書の文言によってだけではなく、欧

州人権裁判所の判例法および EU 司法裁判所によって示される」と説明してい

る。これについて、註釈集はさらに、「（3 項の最後の文は）連合がより広範な権

利を保障できるように設計されている。憲章によって提供される保護のレベル

は、欧州人権条約によって保障される保護のレベルより低くなることはない。」

と述べている。すなわち、欧州人権条約は、下限基準として参照されるものとい

えよう。 

 

6．おわりに 

 本稿では、EU におけるデータ保護法制を概観し、問題点を指摘した。EU に

おいて保障される基本権に言及する場合、EU 基本条約及び EU 基本権憲章、加

盟国の国内法および欧州人権条約の 3 つを参照する必要がある。本稿では言及

しなかったが、GDPR については 2 次法であり、その内容は一次法を遵守するも

のでなくてはならない。GDPR に規定するデータ保護の権利を論じるにあたり、
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上述の 3 つの法の関係性を十分に理解する必要がある。 
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